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母 子 世 帯 と 所 得 保 障
4力 国の生別母子世帯を中心 として
渡 辺 千 寿 子
は じ,め に
厚生省の 「昭和58年 度全国母子世帯等調査」 によれば,わ が国には885,400世 帯の単親世帯
が存在すると推計されている。 近年,父 子世帯 も増加傾向にあるとはいえ,そ の圧倒的多数
(718,100世 帯,81%)が 母子世帯である。 母子世帯 となった原因別の動向をみると,最 近の
傾 向として離婚による母子世帯の比率が年を追 う毎に上昇 し,今 回調査ではついに全体の49.1
%を 占め,死 別によるものを上回った。離婚母子は過去10年 間に倍増 し,ま た未婚の母 も史上
最多 となるなど,「 生別」による母子世帯の増加傾向が著 しい。
単親世帯の最大の問題は,子 の養育機能 と経済的側面の両方を1人 で維持 し,収 入を確保す
る ことであるが,特 に母子世帯の最大の問題は生活 し得 る収入を得 ることが 困難だ ということ
くユラ
にある。生計維持の必要か ら多 くの母親が就労 しているが,母 子世帯の生活維持状況の問題は,
身分的に不安定な職業 ・雇用形態での不利な就労によって,総 じて低収入を余儀なくされてい
るとい うところにある。そのような不利な就労状況は,子 供の養育とい う点からやむを得ず選
択 されている面と,専 門的資格や特殊技能をもたぬ低学歴や中年以上の女性の場合に再就職が
困難であるとい う労働市場の問題 との両面から,母 子世帯の母親が甘んじざるを得ない現実で
ある。
このため,死 別 ・生別を問わず母子世帯の多 くが低所得世帯であ り,公 的扶助の対象とな り
やすいとい うことは,各 種の統計数値が端的に物語 っているところである。 しかし,概 して母
子世帯 の生活が貧しいとはいっても,母 子世帯になるに至った原因,経 過,母 親の年齢,乳 幼
児の有無 本人の健康状態等により,生 活はかな り異なってくる。たとえば,今 回調(z)では,
母子世帯(平 均世帯人員3.16人)の 前年度所得金額(税 込)は200万 円で,一 般世帯(平 均世
帯人員3.42人)の 平均444万 円の45%に すぎないのであるが,約4分 の1が 年収100万 円未満に
集中しており,ま た死別母子世帯では平均240万 円に対 し離婚 ・未婚による母子世帯の平均は
177万 円と著 しく低 くなっている。 生別母子世帯の場合,就 労以外の生計維持の基盤が非常に
弱 く,し かも若年層に生別母子が多いため乳幼児を抱えての就労困難が重なり,子 どもの養育
を親族あるいは保育所などに頼れない場合は,容 易に被保護世帯に陥 らざるを得ず,母 子世帯
の中でもその貧困化現象はきわめて顕著であるといえる。
母子世帯と所得保障29
現在わが国では,公 的な所得保障は社会保障 と税制の両領域にかかわる混合 システムで実施
されており,母 子世帯に対する所得保障は8つ の制度のもとで給付されている。すなわち社会
保障制度の①児童扶養手当,② 母子福祉年金,③ 児童手当,④ 母子年金,⑤ 遺族年金,⑥ 生活
扶助の母子加算,お よび税制の⑦寡婦控除,⑧ 扶養控除である。 このうち,税 制によるものを
除けば生別母子世帯が受給し得るものは,児 童扶養手当,児 童手当,生 活扶助の母子加算であ
る。わが国の場合,児 童手当が適用範囲や給付水準の面で大層限定された効果の薄い施策であ
ることを考えると,生 別母子世帯にとって重要な給付 としては児童扶養手当と公的扶助である
と考え られる。だが,そ の児童扶養手当も前配偶者の前年の年収が600万 円以上の場合には,低
所得の母親に対しても手当を支給しないこと等を骨子 とする制度見直しがすすめられている。
貧困に陥るリスク のきわめて高い母子世帯にいる子供(20歳 未満)の 総数 は115万 人余 り
で,う ち小学校入学前の乳幼児が10%強 を占め,父 子世帯の子供を含めると140万 人 をこえ
る。 「この子供たちが単親 と共に営む家庭生活はその生存権,発 達権の保障にとって最も重要
な手段であ り,家 庭生活は一定の生活水準を維持 しつつ,自 立 し,安 定 していなければならな
い」。 しか し,現 在母子世帯を構成する大ぎい部分である生別母子世帯の貧困の程度は非常に
　ヨラ
高 く,そ の所得保障はいまだ不十分である。 だが,母 子世帯になるに至った 原因がいわゆる
「生別」である時には,場 合によっては母 自らがそのような結果を選択 したのだとして冷やか
な目でみ られ,そ の生活困難に対する問題提起は訴える力をそがれることが多い。 扶養を必要
とする子供のいる場合,寡 婦であれ,離 婚 した母であれ,未 婚の母であれ,実 際のニー ドは変
らないが,社 会的に同じ考慮を払われず,社 会保障の給付はそれぞれの状態に よって変わる。
そこには実際のニー ドの差ではなく,道 徳的な価値に基づいた不平等が制度の中に ビル ト・イ
ンされてきたといえる。 しかし,「 社会保障が困っている家族の被扶養児童を援助 ・保護する
ことを真の目的 としているならば,そ の児童は母親の事情のいかんにかかわ らず,平 等に取扱




題の一つであるが,本 稿では同様な問題を抱えてい る国kの 中か ら特色のある施策をもつ4力
国(ス ウェーデソ,フ ラソス,西 ドイツ,イ ギリス)を 取 り上げ,単 親世帯の動向,母 子世帯
にかかわる主要な所得保障制度,各 国の母子世帯 の所得水準 と諸給付の 効果などについて検
討 し,母 子世帯の所得保障について新たな展開の方 向をさぐってみたいと考えている。
1生 別母子世帯と各国の所得保障制度
(1)母 子世帯の実態
近年,多 くの国で単親世帯は増加傾向にあり,検 討対象 とした4力 国では被扶養児童のいる
10世帯にほぼ1世 帯が単親世帯である。 より正確には西 ドイッの11%か らスウェーデンの27%
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までにわたっているが(表1参 照),国 により世帯単位の定義や 被扶養児童の年齢上限などに
くか
ちがいがあるので,厳 密な比較はむずかしくて,か えって誤解を招 きやすいともいえる。
表1有 子世帯に占める単親世帯 ・母子世帯の割合
(単 位:0)
















て 「単親」の大半はい うまでもなく女性であ り,そ の法的婚姻関係は単親世帯の類型のちがい
を示すのに一般的に用いられる基準である。単親の婚姻身分でみると,寡 婦が減少傾向を示 し,
一方,離 婚に加えて結婚破綻の新 しい現象 としての別居や未婚の母の急増傾向がみ られる。母
親の平均年齢は低下 しつつあるが,他 と比べて未婚の母の年齢は相対的に若 く,20歳 未満の者
の占める割合が半数近 くを占める。平均的にみると年齢の高い方か ら順に,寡 婦,離 婚,別 居,
未婚 となっている。母子世帯のかなりの部分が若年 ・生別母子世帯で占め られるとい うのは我
が国 と同様の傾向であるが,未 婚 の母の結婚率や離婚 ・死別の若年の母の再婚率は高い。 した
がって様々な類型の母子世帯を,不 変的固定的に捉える視点は現実を無視したものといえる。
さて,婚 姻身分のちがいは母親の直面する問題の種類や程度のちがいをも示すことが多い。
たとえば,寡 婦の場合に比べて,別 居 ・離婚の母の大半,未 婚の母の殆 ど全てにおいて,住 居 ・
所得の喪失,雇 用 ・保育の問題が相対的により深刻であることが挙げ られる。生別母子の場合
に,よ り深刻でかつ複合 した問題に遭遇するばか りでなく,す でにその出発点以前か ら種々の
一身上の問題を抱える人達に とっては
,様 々な給付 ・サービスの申請その他の行政手続きを扱
うとい う負担がきわめて大 きなものであるとい う傾向がある。
先に,母 子世帯の問題を簡単に述べるならば,生 活の維持と子女の養育を無配偶の母が1人
で引き受けねばならないことであると述ぺた。母親の就労状況を考える場合,概 して(例 外は
あるが)母 子世帯の母親の就業率が高いのは,い うまでもなく生計の途を確保する必要に迫 ら
れ るためであるが,こ れは一般世帯の母親 と母子世帯の母親を区別する特徴であるばか りでな
く,母 子世帯の様kな 類型によっても異なる。既婚女性の就業率,母 親 の就業率 自体は国によ
りかなり異なるが,そ うした国家間の相違にかかわ らず,諸 国内に共通のパターンは未婚の母
の高い就業率 と死別の母の比較的低い(有 配偶の母に近い)就 業率である。 もちろん,経 済活




業率が低いとい う点で,他 の国 とやや異なる傾向を示 している。
表24力 国にお ける母親の就業率
(単位:%)
1ス ウS`デ ソ レ ラ ン ス 西 ドイ ツ[イ ギ リ ス
搬 世帯の騾 の鰈 剄
母子世帯 の母親 の就業率













注:(1)こ の うち の 多 くは就 学 中,ま た は職 業 訓 練 中 で あ る。
(2)こ の数 字 は,就 業率 の低 い 寡 婦 も含 め た 平 均 の数 字 で あ る。
資 料:S.B.Kamerman&A.J.Kahn,ibid,P.368・
しか し多 くの場合,母 子世帯 の母親には職業の選択を許されない生活状況や雇用事情,子 の
養育のためパー トタイムの仕事に就かざるを得ないといった厳しい現実があ り,身 分保障の不
安定な低賃金の職種に就 くことが多 く,そ の生活水準は大きく制約され,母 子世帯は貧困に陥
りやすい危険を常にかか>Z.ている状況におかれている。ECは1970年 代後半に加盟国の貧困の
程度 と貧困者の構成 ・特質を 調査する試みに着手したが,そ の報告では 大半の加盟国におい
て,次 の3世 帯類型において貧困率は平均を上まわっていた と述べている。 すなわち,① 女世
帯主の家庭,②1人 以上子供のいる単親家庭,③ 世帯主が働いていない家庭である。EC以 外
くの
の国kに おいても,女 性を世帯主とし子供のいる世帯の数 ・割合の増加,こ れ らの世帯が経験
する貧困のリスクの高さに注 目が払われている。
歴史的にみると,母 子世帯に対する政策は主 として死別母子の問題に 向け られてきたといえ
る。 しか しなが ら死別母子世帯に対する遺族保険 の成長 と給付水準の改善は,大 抵の国々にお
ける寡婦の漸減傾向と相まって,十 分 とはいえないまでも,そ うした世帯の生活を保障するこ
ととなった。これと対照的に離婚 ・未婚等の生別母子世帯の増加は,特 別な援助を必要 とする
明確 な範囀として,こ れらの母子世帯を大半の先進諸国での社会福祉政策の最重要世帯類型の
一つ とするに至っている。先進工業諸国における小家族化の傾向や,母 子世帯の増加 とその相
対的に高い貧困率を考えると,多 くの国が直面す る課題は,単 親世帯にどんな種類の対策が,
どの程度の水準で用意されるべきか とい うことである。両親が揃 っている世帯においても扶養
すべき子の存在 は家計を圧迫 し,児 童養育にかかわる費用の社会的分担を必要とする現状の中




付 と思われる家族 ・児童手当,住 宅手当,社 会扶助(あ るいは公的扶助),扶 養費立て替え払
い ・児童扶養手当について,そ の国の制度の内容を検討 し,併 せてその中で単親世帯のニーズ
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に応 じるどのような特別措置が行なわれているかに注 目してみることにする。 この他にも利用
できる給付はあ り,と くに社会保険の遺族給付は非常に重要なものであるが,こ こでは生別母
子を主たる考察の対象としたため除外 した。
(2)各 国 の 母 子 世 帯 と所 得 保 障 制度
1ス ウ ェ ー デ ソ
ス ウ ェ ーデ ンで は1979年 現 在,18歳 未 満 の 子 供 の い る1,140,000世 帯 の うち,833,000世 帯
(73%)が 二 親 の い る夫 婦 世 帯,310,000世 帯(27%)が 単親 世帯 で あ る。単 親 世 帯 の うち30,000
(2.5%)が 父 子 世 帯 で,残 る280,000世 帯(24.4%)が 母 子 世帯 で あ る。 母 子世 帯 の半 数 以 上
の150,000世 帯 は未 婚 の 母 で あ り,主 と して 若 い 女 性 で 占 め られ て い る。 二 般 世 帯 の母 親 の就
業 率 は64%で あ るが,母 子 世 帯 の 母親 の そ れ は86%と きわ め て 高 い。 ス ウ ェ ーデ ソの母 子 世 帯
くの
は未婚の母の占める割合が大きいこと及び母親の就業率の高いことが特徴といえる。有子世帯
に対する援助は,近 年,ス ウェーデソの政府が最も力を注いでいる政策の一つであ り,そ の う
ち特に生別の単親世帯にかかわ りの深い援助には児童手当,住 宅手当,扶 養費立替え払い等が
ある。
児童手当は有子世帯に対する援助の中心で,1948年 か ら実施(同 時に児童扶養控除は廃止)
されている。受給資格はスウェーデンに6ヵ 月以上居住する16歳未満の全児童である。給付は




ェーデンの住宅手当は1969年 に実施され,国 のものと地方 自治体のもの とか ら成る金銭給付で
ゆ
ある。最近この手当の給付対象は年金受給者や子供のない低所得世帯 も含む ようになったが,
国の住宅手当や国が補助金を支給 している住宅手当は,基 本的には有子世帯に向け られたもの
である。この給付は所得調査があり,17歳 未満の少なくとも1子 のいる世帯で所得が年38,000
クローネまでの場合は全額給付を受ける資格がある。全額給付は1980年 には17歳未満の各子に
対し年額1,500ク ローネである。 子供数が同じで所得がこれ より高い場合には,38,000ク ロー
ネか ら54,000ク ロー一ネの所得の世帯に対 しては給付が15%だ け減額され,こ の水準以上の世帯
は24%だ け減額 される。住宅手当は全有子世帯のほぼ半数が受給 してお り,そ の約2分 の1が
単親世帯に支払われている。 この手当は親の所得や家賃,子 どもの数により支給額が異なり,
とくに稼得者が1人 の世帯や単親世帯,多 子世帯にとって意義のある給付である。
この全国的な住宅手当に加えて,国 は,住 宅費,家 族数 ・家族構成,所 得を考慮に入れた地
方の住宅手当に補助金も与えている。 これは一定の最高限度額 まで住宅費(家 賃)の80%を 支






平均婦人賃金に等 しいかそれをやや上まわ る賃金を得ている女性は,完 全な住宅手当を受給す
る資格がある。 こうした点でスウェーデ ンの住宅手当の形は,単 親世帯にとって価値あるもの
といえる。 また,ス トックホルム市では地方 自治体が卒先 して,受 給資格があると思われ る世
帯に通知 しているので,資 格がありなが ら知らずにいた り,忘 れていた りす ることがないよう
保証する点でも効果的である。
スウェーデンの扶養費立替え払いは,父 又は母が1人 で子供を扶養 してお り,し かももう一
方の親か ら養育費(こ こでは,別 の世帯で生活 している子供の扶養のために,実 親又は養親に
よって支払われる金銭の意に用いている。)が 支払われない場合に,子 供が18歳 になるまで単
親に児童扶養給付が社会保険事務所を通 じて支給 されるものである。本来,こ の制度は未婚,
別居,離 婚などによる単親世帯の全ての子に対 して,一 定の保証された水準で毎月の養育費に
代わ るものを公的に支給しようとするものである。生別世帯の場合,法 律による訴訟手続きは
時間と費用を要 し,単 親世帯の緊急のニーズには殆 ど援助を与えていない。また,子 の養育費
の取決めがあっても,そ の支払いは不履行であった り,不 定期であったり,少 額すぎた りする
ことが多い。その結果として児童が不利を蒙ることのないように,公 的な 「扶養費立替え払い
制度」が1964年 に現在の形で実施された。その目的は,不 在の親の養育費支払能力や支払意志




育費を支払 うならば,そ の額と給付額 との差額が支払われ合計の扶養費は法定の保証水準に達
することになる。
注 目すべき重要な点は,公 的な扶養給付 は親 というよりもむしろ子供の受給権 と考え られて
いることである。 したがって親 の所得や同棲 ・再婚に関係なく(子 が実父 と同居するか,未 婚
の母が子の実父 と結婚する場合を除いて),未 婚 ・別居 ・離婚の母の 子に同じ額が保障されて
いる。、手続きは簡単で,親(通 常は母親だが10～15%の ケースは父親)が 地方社会保険事務所
に電話又は郵便で,扶 養費立替え払いの申請をする。支払いは,も う一方の親が確認されてい
るか,裁 判所の扶養命令が出されているか,裁 判所の命 じた児童養育費が扶養費立替え払いの
金額 より低いか否か といったことや,親 権者である親の所得 ・婚姻上の地位などの全てに関係
なく,児 童の監護責任を負っている人に対 して支払われる。しかしなが ら,子 の親権者たる親
はも う一人の親の確認を手伝 うことを法律により命ぜられ,そ の確認率は高い。給付水準は,
一人の親が子供の扶養に寄与するであろうものに相当す る額かそれを少 し上回るものとみなさ
れている。 この制度は社会保険事務所が運営し,1979年 には費用の約38%は 養育費支払義務を
ゆ
負う親か らの徴収に より相殺されていた。 これは間もなく50%に 達すると予想される。 とはい
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え,こ の制度の基底にある考えは,も はや共に生活 していない低所得の親に対 して罰金を課し
た り困難な負担を課すことにあるのではなく,子 供のために適切な援助を与えることにある。
スウェーデソの全児童の約11%,単 親世帯の児童の53%一 約22万 人の児童 がこの制度













べきケースを取扱 うことになり,養 育費の額が決定されなかった り支払われない場合には,子
供に対 して公的な扶養費を支給する責任をもっている。
スウェーデソではその権限は主 として児童福祉事務所 とソーシャル ・ワーカーにある。父親
を調査し,父 であることの承認を得,父 親の認知訴訟を起こす責任を有 し,父 親が支払 うべき
養育費の額を取 り決める。未婚の母に加えて離婚 ・別居の場合にも,支 払不履行の養育費の支
払実施を これ らの機関に訴える。 もし養育費が未払い又は未決定であれば,母 親はその子のた
めに保証 された水準で公的な立替え払いを請求できる。請求か ら支払開始までは,ほ ぼ1カ 月
かかる。扶養義務が不履行の場合,公 的な扶養費立替払いの仕組みを通 して,不 履行者の支払
債務は女性または子に対 してとい うよりも,公 的機関に対する返済義務となる。
父親を確認 し,養 育費を決定し支払いを 履行させるといったことが 実行 しやすい背景とし
て,個 人に関する資料の職務上の利用が許 されていることが挙げられる。たとえば行方不明の
父親の追求には,居 所を捜し出すための国勢調査台帳の利用や,雇 主 ・賃金を確認す るための




争によらず円満に解決する効果的な方法が利用 しやすい とい うことであり,そ の背後にはもし
必要とあれば強制する権限が与え られているのである。スウェーデ ンの制度は,強 力に統合さ
れた権限を児童福祉事務所に与えてお り,そ れが長い裁判による訴訟を回避するために役立っ
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ている。児童福祉事務所 と接触し公的な扶養手当を受けている子供の大半は,父 親が確認 され
その扶養義務が確立 されている。
この制度は不在の親から養育費が支払われる迄の公的な 「立替え払い」 であるという考え方
も,現 在ではあまり実情に即 していない。実際に徴収される金額は,前 払いされた公的な手当
の3分 の1か ら2分 の1ぐ らいである。む しろ親の法律上の扶養義務とその支払能力 ・意志に
左右されることなく,生 別単親世帯の子供に,一 定の保証された水準の生活費を支給 しようと
することが主たる目的であると考えてよいであろう。
スウェーデソの社会扶助は二つの構成要素か ら成っている。即 ち,1)各 地方自治体がニー ド
をもつ個人の基礎的な生活費を支弁す るために支給せねばならない,指 定された 自由裁量権の
ない部分 と,2)地 方 自治体の裁量により与え られる部分である。ほぼ全ての自治体がこの両方
を同様の水準 ・方法で支給してお り,地 域差は少ない。この国の場合,社 会扶助の役割はきわ
めて小 さく,そ の機能する機会も少ない。 社会扶助受給世帯に占める単親世帯の割合は約20




で,一 時的 ・過渡的なニーズに応じ,急 場を切 り抜けるためにごく短期間支給されている。母
子世帯の扶助受給期間は3ヵ 月未満の者が3分 の2を 占め,平 均受給期間は3.8ヵ 月である。
求職登録が扶助受給の正式要件ではないが,非 常に勤労志向がつよい。社会扶助は地方 自治
体の行政責任によっているので実情には差があるが,一 般論 としては,子 供が1歳 未満である




られる。社会扶助が受給できる場合にも,母 親には扶助の代わ りに教育 ・訓練手当などが受給
でき職業準備をすることのできる労働市場の援助の方が好まれ,短 かい当座の緊急時以外は扶
助は受け入れられていないし,その受給率 は低い。したがって,た とえパー トタイムであっても
働 く者が多 く,母子世帯の母親 の就業率が4力 国中で最も高いのは表2に も示 した通 りである。
2,フ ランス
フランスでは1981年 現在,18歳 未満の子供のいる世帯の13%が 単親世帯で,そ の圧倒的多数




は国際的にみても最も高いものの一つとい うことができる。 フランスの家族手当は1932年 に法
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制化されて以来,長 年にわたって 「何 らかの職業活動を行なっていること」が受給要件の一つ
とされてきたが,1978年 以降はこの条項が削除され,給 付に付着した 「職業性」が完全に消失
することとなった。近年は家族に対する特別な目的の給付が急増してきてお り,フ ラソスの家
族給付制度には広範かつ多様な金銭 ・現物給付が含まれる。 この中には基礎的な家族手当(狭
…義),産 前 ・産後手当,父 親に対する有給出産休暇,単 親手当,住 宅手当,入 学児手当,障 害
児特別教育手当,遺 児手当,家 族補足手当など25種類の給付が含まれる。
有子世帯に対する諸給付の うち,最 も重要なものは 基礎的な家族手当と家族補足手当であ
り,単 親世帯を対象とするものに単親手当と遺児手当がある。これ らの家族給付は,政 令で定
められた 「算定基準月額」を用いて,そ の一定割合で決定される。基礎的な家族手当はフラソ
ロの
スに住み,原 則として16歳未満の2人 以上の子を養育する場合に支給 される。給付額は出生順
位 と児童数 ・年齢により変化する。子供が2人 の場合は算定基準月額の32%,3人 の場合は72
%,4人 の場合は112.5%,5人 の場合は152%で,そ れ以上の各子については各40%で ある。
2人 の子に対する給付は,2子 世帯(共 働きを除 く)の 純所得の5～10%に 相当す る。給付水
準は子供の年齢を考慮して,10～15歳 未満の子には9%,15歳 以上の子には16%の 割増金制が
設け られている。
狭義の家族手当に加えて,3子 以上の世帯または3歳 未満児のいる世帯に対する家族給付で
ある家族補足手当は,・1978年1月1日 か ら実施 された。 これは従来の単一賃金手当,主 婦手
当,保 育費手当に代わって設けられたものである。所得が一定限度額以下の世帯に利用できる
均一額の,非 課税の金銭給付で,基 礎的な給付は1983年 で一世帯につき月額616フ ラソである
が,単 親世帯はこの額に50%増 額される。給付額は一定だが,所 得欄限は世帯内の親の数(両
親か単親か)や 両親世帯における賃金労働者数,子 供の数によって変化する。た とえば,共 働
きである場合や単親の場合には所得の上限が15%だ け引き上げられる。受給資格は母親が就労
しているか否かにかかわらず,少 なくとも1人 の3歳 未満児または3人 以上の子供 の存在だけ
を条件 とす る。所得上限はかな り高く定められているので,子 供の数や年齢の点で受給資格の
ある世帯の8割 近 くがこの給付を受けている。受給者の約7割 が単一所得の夫婦世帯,2割 強
が共働き世帯で,単 親世帯は1割 弱を占める。
単親手当は一一定条件の下に与えられる均一額で非課税の給付で,未 婚,別 居,離 婚又は死別
の親(主 に母親)ま たは妊婦に対 して支給される。受給資格は単親であり,か つ所得 ・資産が
一定限度額以下の者に限 られる。給付水準は親に対 して算定基礎月額の150%,各 子に対して
同50%で あ り,給 付を受給できる期間は2歳 以上16歳 未満の子のいる人に対しては最大限1年
以内,3歳 未満の子のいる人に対 してはその子の3歳 の誕生 日までとなっている。平均受給期
間は6ヵ 月から1年 までである。受給者の約6割 は未婚の母であ り,多 くはまだ親の家庭で生
活 し学校へ通 うか職業教育を受けている10代 の少女である。次いで多いのは別居の母であ り,
離婚 ・死別母子は最も受給者が少ない。
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遺児手当は遣児のいる低所得世帯を援助することを目的とす るものであるが,こ こにい う遺
児の概念は広い意味に解釈 されてお り,① 両親 のうち少なくとも1人 が死亡している子(嫡
出,非 嫡出,養 子を問わない),② 親子関係が母親に 関してしか確認 されていない子,③ 両親
の一方が民法にい う 「失踪」をしている全ての子(4年 以上消息不明の場合)で ある。 この手
当は所得税課税限度額以下の所得の世帯を対象とし(但 し両親双方をなくした場合は所得制限
なし),片 親喪失の場合は子1人 につき算定基礎月額の30%と なっている。
住宅手当は1949年9月 より実施されたもので,当 初は多子世帯に限定して,住 宅費を補 うた
めに設けられた金銭給付である。その目的は今も同 じだが,1979年 か らは子供のない世帯 も受
けられることになった。家族が適切な居住条件の下で生活するために必要な住宅費の一部を補
償することを目的とする家族給付の一つである。支給条件は所得が一定額以下で,そ の居住す
る家屋に所得の一定割合を充当し,か つ健康や居住人員の点で最低限の条件(部 屋数,面 積,
備品など)の もとで居住 していることである。住宅手当の額は,所 得に占める住宅費の水準 と
子供の数によって変わるが,子 供数が多いほど増額 される。





立替え払いは児童の扶養に関する費用に限 られてお り,片 親喪失の場合の遺児手当額を上限 と
して,そ れ迄支払われていた養育費の実費に相当するものを支給する。家族手当金庫は税務署




西 ドイ ッで は1979年 現 在,18歳 未 満 の 子 供 の い る世帯 の11%(850,000世 帯)が 単 親 世 帯 で,
こ の うち722,000世 帯 が母 子 世 帯 で あ り全 有 子 世帯 の9%を 占め て い る。 母 親 の婚 姻身 分 で み
る と,離 婚44.7%,死 別28.7%,未 婚14.1%,別 居12.6%と な って い る。 母 子世 帯 の母 親 の就
業 率 は63%(一 般 世 帯 の母 親 で は41%)だ が,そ の 内訳 は未 婚 の母 の就 業 率70.7%,死 別43.7
%,離 婚 ・別居70.1%と な って お り,死 別 の母 の就 業率 が著 し く低 い。
なゆ
西 ドイッでは1975年1月1目 より家族手当制度が改正され,従 来の児童扶養控除および公務
員に対する特別の児童給付制度は廃止され,児 童手当に統一されている。 この改革により,児
童手当の支給対象はすべての家庭に対し一様とな り,第1子 か らすべての児童に親の所得を条
件 としないで支給されることになった。支給対象は西 ドイッに居住する18歳未満(全 日制の学
生,職 業訓練中および障害を有する場合は27歳迄)の 全ての児童である。給付額は1980年8月
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の 法 律 に よ り,1981年2月 よ り第1子50マ ル ク,第2子120マ ル ク,第3子 以 降 各240マ ル ク
と され て い た が,公 共 支 出 削減 の一一環 と して 第2子 以降 は予 定 よ り減 額 とな り,第2子100マ
ル ク,第3子220-7ル ク,第4子 以 降各240マ ル クに な った。
住 宅 手 当 制 度 は 地 方 自治体 が 実 施 して い る もの で あ り,ス ウ ェー デ ンほ どは っ き りと した 家
ロふ
庭志向ではないが,単 親世帯をいくらか優先 して与えられている。乳児のいる母子世帯は2人
世帯 とみなされ,2子 のいる母子世帯は3人 世帯 とみなされる。その点で,そ れぞれ子供のな
い夫婦世帯,1子 をもつ夫婦世帯 と同 じニーズをもつと考えられている。住宅手当には所得制
限があ り,所 得に占める住宅費の割合と世帯規模によりその限度額は異なるが,男 子の平均賃
金程度の所得を有する単親には手当受給資格がある。手当の額や資格要件は州により少し異な
る。住宅手当を受給する世帯の中で最も多 くを占めるのが母子世帯,次 いで多子世帯である。
西 ドイッの社会扶助は国が統一的に実施 しているものではなく,地 方 自治体が実施するもの
　
である。国(連 邦)は 根拠法律を決めるだけで,扶 助基準は各州が決め,市 町村が実施する。
最終的に基準額を決めるのは市町村であるが,そ れは州の勧告にもとついており実際には市町
村間の差はほんの僅かである。社会扶助受給者は人 口の3.5%を 占め,受 給世帯の19%が 母子
ゆ　
世帯である。一般に社会扶助の受給は,労 働能力があ り就業可能 とみ られる者に対しては厳し
い制限が行なわれ るのが通常であるが,幼 い子のいる母子世帯の母の場合には,母 親への労働
要求 と子の保育の保障とのかね合いでやや状況は異なる。西 ドイッの連邦社会扶助法における
一般的要件は,申 請者が求職登録をし求職活動を している こととされるが,女 性の場合には
「働 くことによって,も し子供の適切な養育が行なえなくなるようならば,働 くことを要請さ
れない。さらに家庭運営または家族の世話等の義務についても考慮が払われるべきである」 と
セの
い う但し書が付いている。 もし 「子供の適切な養育が行なえない」ならぽ,女 性は働かな くて
もよいとい う条項の解釈は,一 般には学齢未満の 子供を 意味 していると理解されている。だ
が,母 子世帯の母親の現状をみると大抵の場合,末 子が3歳 に達 していれぽ少なくともパー ト
タイム労働が要求され,そ れ より年長になると多 くの場合フルタイム労働が要求 されている。
これは雇用機会や保育施設の利用可能性,そ の他母親が就労できるような状況をつ くりあげる
援助をするという行政機関の積極的努力ともかかわってくるものであろ う。
児童扶養費立替・え払い(児 童扶養給付)は 西 ドイツでは1980年1月 より実施されている。こ
れは,児 童養育費の支払いを命ずる裁判所の扶養命令をもつ単親(男 女不問)が,養 育費の支
払われる見込みのない場合や援助を求めるとき,公 的な財源によって児童扶養給付を支払 うこ
とを保障するものである。単親が扶養する児童に対 して,最 大限3年 間,子 供が6歳 に達する
までの問に利用することができる。1980年1月 現在で,1子 に対する児童扶養給付は西 ドイツ
の製造業で働 く男子労働者平均賃金の11.6%に 相当していた。 しか し,こ の給付を受けると児
㈱
童手当は50%減 額になるので,2人 の子をもつ母子世帯の 給付は税引後の男子平均賃金 の3
分の1を 構成 し,社 会扶助における生活扶助 より幾 らか多 くなる。 申請者の70%か ら90%は 職
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業に就いていない母親であろ うと予想されてお り,し たがってこの新給付が利用 できなければ
社会扶助の受給資格がある人kで ある。 実際には児童扶養給付は社会扶助に 代わる幾 らか 寛
大な方法であり,さ らに住宅手当によって補足 される。 この点では児童扶養給付は学齢前の子
供をもち,働 くことの困難な女性に対してより寛大な給付を与えるためのものと解釈される。
勿論これは働 く母親 に対しては勤労所得の補足 として利用 されることができるので,控 え 目で
はあるが,勤 労意欲の誘引効果を与えることもできる。
児童扶養給付は国 と州が均分に財源を負担 し,運 営は恐 らく州の児童福祉部が行な うことに




イギ リスでも単親世帯は急速に 増加している。1971年 に570,000世 帯であった単親世帯は、
1978年 には約825,000世 帯に上昇 している。16歳 未満の子のいる世帯に占める単親世帯の比率
は12.5%,う ち母子世帯が10.4%と その大半を占める。母子世帯の母の婚姻身分別にみると,
未婚20%,別 居28%,寡 婦17%,離 婚35%と なっている。雇用統計は父子世帯 と母子世帯を完
全に区別していないのだが,1978年 には約25万 人の単親(大 半は女性)が フルタイムで,16万
人はパー トタイムで働いていた。合計41万人の単親の うち,35万 人が女性であると概算すると
母子世帯の母親(72万 人)の 半数を少 し下 まわる49%が 就労していることになる。 これは一般
　
世帯の母親の就業率60%と 比べ るとやや低 く,他 の3力 国の傾向 との相違を示しているといえ
よう。
イギ リスでは1975年 にこれまでの家族手当に代わって児童給付法が制定された。従来の家族
手当が2人 以上子供ゐいる世帯にだけ支払われ,課 税所得とされていたのに対 し,児 童給付は
16歳(就 学中や職業訓練中の時は19歳)未 満のすべての児童を対象とし,非 課税である。この
制度は掴が全費用を負担し,所 得制限はない。児童給付の開始に より税制上の児童扶養控除は
漸次廃止された。1982年11月 現在の児童給付は各子に対し週5.85ポ ソ ドである。新制度は第1
にお
子を支給対象 とすることにより有子世帯への援助の価値を向上させ,低 所得世帯 にとって得る
ところの少ない児童扶養控除の廃止に より給付額を増額し,低 所得の世帯を援助することに努
力が向けられている。
児童給付は全ての有子世帯を対象 とするものであるが,単 親世帯にとって(寡 婦年金は別 と
して)唯 一の ミーソズ ・テス トのない社会保障給付が児童給付の増額(単 親給付 と呼ぼれる特
別給付)で ある。 これは児童給付の段階的実施にともない,1977年 に単親世帯の第1子 に対 し
てだけ0.50ポ ン ド割増(通 常は1ポ ソド)さ れたのに始 まり,こ の僅かな加算給付は以後漸次
増額され,1982年11月 現在で3.65ポ ソ ド(1子 につきではなく,1世 帯につき)と なってい
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る。労働 ・保守両政権の下で,こ の給付額が急速に増やされてきたのは,一 つにはそれが単親
世帯に対す る給付改善の要求に応 じる比較的安上 りな方法であるとい う事実に よっている。 こ
れは死別母子世帯には支払われない。死別母子世帯のニーズは,寡 婦年金の中の母子手当によ
って満たされていると考えられているか らである。単親給付は補足給付を受給 している場合に
も請求できるが,こ の場合にはその分だけ補足給付額が減 らされるので暮 らし向きは少 しも良
くならない。 このため実際にこれによって利益を受けるのは,ご く少数の単親世帯だけであ
る。が,そ の中には働 くことのできる人kも 含まれており,し たがってこれは単親世帯が補足
給付を申請する必要を避けるのに役立つ一手段 と考え られている。
イギリスでは補足給付の占める役割はきわめて大きい。補足給付受給者数は1983年 で約290
万人,そ の扶養家族 も含めると約500万 人を援助 しているとみ られる。1979年11月 には補足給
付受給者の60%が 年金受給者,20%が 失業者,約11%が 単親であった。単親世帯が全世帯に占
　
める比率を考えると,単 親世帯が貧困に陥るリス クは大層大きい といえる。 また年金受給者や
失業者 とちがって,専 ら補足給付に依存 しているのが働 らいている者のいない生別の単親世帯
である。1978年 の世帯消費調査による数字を用いて,全 国単親世帯対策協議会はイギ リスの単
親世帯(子 ども数,平 均1.92人)の 状態を2子 をもつ夫婦世帯の状態 と比較している。 それに
よると,2子 をもつ夫婦世帯の99.6%は1人 以上の働き手がいるが,単 親世帯の場合は僅か
にの
61.8%に すぎない。両親世帯の通常の平均可処分所得は週103.88ポ ソ ド,単 親世帯のそれは週
58.67ポ ン ドであった。 総所得に占める社会保障給付の割合は両親世帯で4.8%で あるのに比
べて,単 親世帯では32.7%と 約3分 の1を 占めるなどその貧困度は著しいものがある。
集団としての単親世帯の大きな特徴は,補 足給付に依存する人kの 割合である。1981年11月
にはグレー ト・ブリテンにおいて補足給付を受けている単親世帯は392,000世 帯で,両 親世帯
おの





を 目的として,1970年(北 アイルラソ ドでは1971年)よ り実施されている制度である。 この給
付は,世 帯主が週30時 間以上働 く両親世帯や週24時 間以上働 く単親世帯で,扶 養児童の数に関
連して定め られた基準額を下まわる所得の人kに 利用でき,実 際の賃金 と基準額の差額の半額
が世帯所得補足 として52週 間にわたって支給される。1982年 には約16万 世帯がこの給付を受け
鋤
てお り,そ の半数以上が単親世帯である。
イギ リスの寡婦以外の単親に とっては,補 足給付と世帯所得補足が主要な社会保障給付の形
である。近年,生 別による単親世帯の増加につれて単親世帯の福祉への関心も増 してお り,単




ドの勤労所得を認め られているのであるが,1980年11月 か らは単親の場合には週4ポ ソ ドをこ
x.20:°ソドまでの賃金の半額を,収支認定の際の収入から更に控除されることになった。これは
おオ
パー トタイム労働に就 く人kに は役立つ規定である。世帯所得補足制度も前述のようにフルタ
イム労働に就いているという条件を満たすに必要な週労働時間数を,単 親の場合には週24時 間
に減 らすことによって単親世帯のニーズに合わせている。さらに世帯所得補足を受けるための
所得 レベルは子供数によって規定 されるので,単 親世帯 も両親世帯 も同じであり,し たがって
家族数の点で単親にとってより寛大であるといえよう。補足給付制度に採用された上述の新規
定(taperedearningsdisregard)は,フ ルタイムの仕事につ き世帯所得補足を受けている単
親 と,パ ー トタイム労働をして補足給付を受けている単親 との生活の差を 目立って圧縮 した。
これ らは一種の最低所得保障 として作用 しているのであるとされるが,生 計の資を稼 ぐことと
社会扶助に頼ることとの区別を不 明瞭にしていること,ま た悪 くすれぽ低賃金に補助金を出す
ことにもなりかねないことが批判されている。
別居や離婚率の上昇につれて,単 親は(働 いていてもいなくても)ミ ーソズ ・テス トを受け
る給付に依存 している最大集団の一つになってきている。単親世帯に対する特別な社会保障給
付の可能性については,1974年 のワソ ・ペアレソ ト・ファミリー委員会報告(フ ァイナー報告)
以来,種k検 討 されているが未だ実現をみてはいない。 ファイナー委員会は補足給付への依存
度を減 らすために,重 要な新給付,保 証扶養手当(GuaranteedMaintenance.Allowances,
GMA)を 提案 した。GMAは 補足給付水準を上まわる額の無拠出の給付で,親 に対する手当
と各子に対する手当の2つ の要素をもつことになるはずであった。全ての単親世帯に相当な額
の給付を支給するには多額の費用を要す るので,児 童に対す る手当は親の所得水準 または所得
の源泉に関係な く全ての単親に支払われるが,親 に対する手当は ミーンズ ・テス トを受けるこ
とになっていた。委員会報告当時,政 権の座にあった労働党は原則 として ミーソズ ・テス トの
拡大に反対であったし,ま たイデオロギー上の反対を別にしてもこの提案は費用の点か らも採
用 しがたいものであったといわれている。今,代 わ りに提案されている施策は,単 親がフルタ
イム雇用に就いているか否かに関係なく支払われる,無 拠出で ミーンズ ・テス トのない課税給
付である。しかし,そ うした制度には二つのむずか しい問題がある。 一つは費用の問題であ
り,も う一つは結婚生活者 との公平 という問題である。単親に支払われ両親世帯に利用できな
い給付 は,結 婚の崩壊を勧める恐れがないか,再 婚の時には給付はどうなるのか,も し再婚時
には支給停止 となれぽそのことが再婚意志を妨げるのではないか,ま た再婚後も支給を継続す
るな らぽ既婚者を冷遇することではないか といった問題が提起されている。費用と公平の問題
は,イ ギ リスにおいて単親に対して ミーンズ ・テス トのない給付を発展させることを事実上妨
げてきたといえる。
42 社 会 学 部 論 叢
1母 子世帯の所得水準と諸給付の効果
A.J.カ ーンとS.B.カ マーマンは,婚 姻身分,子 どもの有無 ・年齢 ・数,労 働力状態,賃
金などの諸要素を考慮に入れた15の 世帯類型を挙げ,こ れ らの世帯が各国の標準的な賃金労働




100と して,各 国の15世帯類型の1979年 度末所得(賃 金 ・所得移転か ら所得税 ・社会保険料を
差し引いたもの)を 指数化 して示 している。この指数は国家間の相対的な生活水準の比較を求
めたものではないが,同 一世帯類型のそれぞれの国での所得水準を示す とともに,他 の世帯類
型 と比べてその世帯がどのような状態におかれているかを知る目安 となるものと思われる。 こ
の調査の結果,最 も貧困に陥 りやすい世帯 として母子世帯,失 業者を世帯主とする世帯,多 子
世帯,新 生児のいる世帯が挙げ られているが,こ こではその全てを紹介するのが 目的ではない
ので,4力 国の母子世帯 の所得水準と諸給付の及ぼす効果を採 りあげることにす る。
さて,調 査において最 も貧困に陥 りやすい世帯 として挙げられている8世 帯の うち,3世 帯
が母子世帯であった。母子世帯の3類 型 とは,① 母親が就労していないので勤労収入がない場
合(世 帯1),② 母親が就労 し,平 均賃金の2分 の1の 勤労収入を得ている場合(世 帯 皿a),
③母親が② と同様で,か つ父親から第1子 に対す る家族手当月額(第1子 に受給資格がない国
の場合には第2子 に対す る家族手当月額)の2倍 に 相当する養育費を毎月受取っている場合
(世帯 皿b)で ある。以上の世帯はいずれの場合にも生別母子世帯であり,母 親 は2歳 と7
歳の2人 の子供を養育し,そ の市の典型的な賃借住宅に住み平均的家賃を支払い,下 宿人も同
居の親戚 もいず,収 入は上述のもの以外には政府の用意する給付だけとし,母 親は第2子 が生
まれ るまで2年 間 フルタイムの仕事に就き平均賃金の4分 の3の 賃金を得ていた と仮定されて
いる。
こうした想定の上に立 って,ま ず非稼働母子世帯(世 帯1)の 生活水準を みることにしよ
う。母子世帯の場合,母 親が全 く働いていない とい うのは(母 親の半数以上が家庭にとどまっ
ているイギ リスを除いては),ど の国でも比較的少ないが,そ れでもスウェーデソ以外の国で
は約3分 の1の 世帯がこれに該当する。世帯主である母親が働いていない母子世帯は,大 抵 の
国できわだって低い所得水準で生活している。わずかにスウェーデンにおいてだけ,多 種多様
な所得移転制度がこの世帯にAPWWに 近い所得を保障している。表3の スウェーデソの世帯
1に 関する93.8と い う数字は,製 造業男子労働者の純賃金の93.8%に 相当する1979年 度末所得
をあ らわしている。これに比べてイギ リスの同世帯では51.7%と その所得は非常に低 く,所 得
移転によりAPWWの 約半分に相当するものしか受取 っていない。
では,ど のような給付を用いることにより,こ うした差が生 じるのだろ うか。表4に 示す よ
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表3母 子3人 世帯の世帯収入および1人 当り収入②の平均賃金に対する比率①
(単位:%)
国 名
ス ウ ェー デ ン
フ ラ ソ ス
西 ド イ ツ
イ ギ リ ス
世 帯1






























注:(1)製 造 業 男 子 労 働 老 平 均 賃 金=100と す るi数 字
(2)大 人 は1.各 子 は0.5と し て 計 算
資 料:S.B.Kamer皿an&A.工Kahn,ibid.,P.30・ お よ びKamerman&Kahn,Income
TransfersandMother-onlyFamiliesinEightCountries,SocialServiceReview,Vo1.
57,No.3,1983,p.457・ よ り作 成 。
うに4力 国では最下位のイギリスの場合には,こ の世帯の基礎的必要をみたすのに公的扶助に
大きく依存している。一方,ス ウェーデンはイギ リスの指数のほぼ2倍 近 くの所得をこの世帯
に与えている。そのために用い られている主な給付は,児童扶養費立替え払い,児童手当,住 宅
手当,社 会扶助である。 このうち所得制限のない児童扶養立替え払い と児童手当で,APWW
のほぼ40%が 母親に 支給される。 さらに,全 有子世帯のほぼ 半数が受給している住宅手当を
加>xる と60%以 上に達する。社会扶助は世帯収入の約3分 の1を 支給しているが,イ ギ リスと
比べて社会扶助に頼る割合ははるかに少ない。これ ら全てを合わせて,APWWの 正味の(課















扶 養 費 立 替 え 払 い
そ の 他④
計






















注:(1)こ こで は一 般 的 な名 称 を用 い てい る。
(2)フ ラ ソス に独 特 の もの で あ る。
(3)イ ギ リス の 家賃 補 助,家 賃 手 当,地 方 税払 戻 しな どを 含 む 。
(4)フ ラ ソス の単 親 手 当 。
資料:A.J.Kahn&S.B.Kamerman,IncomeTransferforFamilieswithChildren,1983,
p.326.
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族補足手当)お よび住宅手当を含めて,家 族給付が非常に重要である。家族補足手当は所得制
限があるが,そ れは3子 以上 または3歳 未満児のいる全世帯の4分 の3以 上を含む 高さの 上
限額で定められている。 また,フ ラソスの単親手当は ミーソズ ・テス トを受け,受 給期間は短
期間であるので受給者は少ないが,非 稼働母子世帯の収入の半分以上に値する額を支給してい
る。西 ドイツではこの世帯の場合,最 近3年 以内に働いていた という理由で母親は失業扶助を
受給する資格がある。家族手当,住 宅手当はフランスやスウェーデソより控え 目であるが,失
業扶助の存在は社会扶助を不必要にしている。 もし失業扶助の 受給資格がない として社会扶
助給付を計算すると,APWWの60%と なる。
実際には,イ ギ リスを除いて母子世帯の母親の3分 の2は 労働力化 しており,ス ウェーデソ
ではそれ以上の比率を占める。 もし母親が就労 し,平 均賃金の半分に相当する賃金を得るとす
れば,こ の世帯(世 帯Ha)の 収入にどんな変化が生 じるだろ うか(表5参 照)。 無論,ど の
国の場合にも勤労所得により世帯収入は増加するが,そ の上昇幅には差がある。平均賃金の半
分を得ると,所 得調査を受ける給付が支給されなくなる場合 とそ うでない場合があるからであ
る。社会扶助はどの国でも受けられなくなるが,そ の他の給付の場合は国により異なる。スウ
ェーデソでは児童手当,住 宅手当,児 童扶養費立替え払いは変わ りなく継続する。その結果と
して世帯Eaは 他の国の同じ世帯 よりきわめて多い所得を有することになる。 フランスも,家
族手当,家 族補足手当,住 宅手当の受給権は変化 しないが,住 宅手当は一部削減され,単 親手
当の受給権は失われる。受給できなくなる給付の価値 と,比 較的低い(平 均賃金の2分 の1と
仮定した)賃 金との差が,働 くことの結果として世帯 皿aを 約10%の 指数増(約12%の 純所得
増)に とどめている。イギ リスと西 ドイツの順位は入れ替わる。イギ リスでは児童給付は継続
し,一 方世帯1の 場合には補足給付の一・部 として含まれていた住宅扶助が,就 労することによ
り家賃:補助,家 賃手当,地 方税払戻などの形の住宅手当として受給できることになるので,非
稼働世帯 と比べると働 くことの結果として世帯収入はかな り増加する。 また,表5に は含まれ
表5母 子世帯の年間所得に対する所得移転の寄与率一世帯Ia一
(単位:%)
所 得 移 転酬 スウエーデン1フ ラ ソ刈 西 ドイ ツ1イ ギ リス
家 族 手 当
家 族 補 足 手 当②
住 宅 手 当(3)
扶 養 費 立 替 え 払 い
勤労所得一(諸 控除お よび税金)
計























注:前 表 の 注 に 同 じ。
資 料:A.J.Kahn&S.B.Kamerman,ibid.,p.327.
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ていないが,フ ルタイム労働に就 く時には世帯所得補足 も利用できる。西 ドイツの場合は収入
の上昇幅は小さい。それは勤労収入は得 られるが失業扶助が打切 りとなり,ま た働 く母親の支
払 う社会保険料 と所得税が高いか らである。
次に,母 親が前述の条件で働 き,か つ父親が第1子 に対する家族手当の2倍 に相当する額の
養育費を毎月支払っている場合(世 帯 皿b)の 効果(表6)を みると,大 抵の場合,暮 らし向き
は余 り変化しないが例外はフランスである。 フラソスの場合,父 親による養育費支払いは家族
手当や家族補足手当,住 宅手当の受給資格に影響を及ぼさないので,世 帯収入は確実に増加す
る。スウェーデンでは父親の養育費支払い分だけ扶養費立替え払いが減るので,結 果は全く変




所 得 移 転(1)レ ウエーデ ソ レ ラ ソ ス 陣 ド イ ツiイ ギ リ ス
家 族 手 当
家 族 補 足 手 当②
住 宅 手 当③
扶 養 費 立 替 え 払 い
父 親 の 分 担 金
勤労所得一(諸控除および税金)
計



























注:表4の 注 に 同 じ。
資料:A.J.Kahn&S.B.Kamerman,ibid.,p.328.
このように,非 稼働世帯の場合でも稼働世帯の場合でも,ス ウェーデソの母子世帯が最 も所




結果は,労 働を重視 し女性に(母 親にも)働 くことを期待する社会において,勤 労所得の有無に
かかわ りなく受給できる諸給付によって母子世帯の母親に強力な勤労意欲を生みだしている。
た とえば世帯1と 世帯 皿aの 所得の差を比べると,世 帯 皿aは 母親の純勤労所得のかな りの部
分を保有 している。 この差の大部分は,裁 判所の扶養判決を受けたか否かに関係なく全ての母
子世帯に利用できる重要な給付,扶 養費立替え払いの存在によっているとい}xる だろう。
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皿 主要な制度 とその意義
母子世帯の所得に影響を及ぼす重要な制度として家族(児 童)手 当,住 宅手当,児 童扶養手
当,社 会扶助を採 り上げ,各 国の制度の特色 とそれ らが3つ の型の母子世帯の所得水準に及ぼ
す影響をみてきたが,次 にとりわけ重要 と思われる制度を中心に より系統的に検討 し,世 帯収
入に及ぼす具体的な影響 とその意…義を考えてみることに したい。




う考え方に立って,実 際の養育費の2分 の1あ るいは3分 の1程 度を補給することを目安 とし
ている。このように子女養育の経済的負担をもつ親にその費用の一部をささやかな方法で援助
しようとしているため,夫 婦世帯よりも世帯収入の低い傾 向のある母子世帯にとって,こ の給
付ははるかに重要な役割を果たしているといえる。 しかも,そ の受給要件は子女を養育 してい
るとい う事実があれば足 り,親 の所得に関係なく支給 され るのが通例であるので,全 ての世帯
がこれを抵抗なく受給することができるとい う特色がある。 したがって大抵の国において家族
手当の受給率は大層高い。今 日,世 界の多 くの国が この制度を用意しているが,給 付水準,受
給資格,財 源調達の方法,管 理機構やその国の所得保障制度全体における家族手当の役割 ・重
要性にはちがいがある。いまその全てに触れることはできないが,給 付の価値 と母子世帯にか
かわ りの深い事柄について検討 してみることにする。
4力 国における家族手当の 受給資格は,少 なくとも1人 以上の 扶養児童の存在 と,申 請者
(保護者)又 は少なくとも片親 の一・定期間当該国居住を条件 としている。対象となる児童の年
齢は表7の 通 りである。親の所得を問わず第一子以降全ての児童を対象とするのが通例である
が,フ ランスの場合にはやや異なる。 フランスには2つ の家族手当があ り,1)第2子 以降の全
ての子が受給できる普遍的な,所 得調査を 伴わない給付 と,2)3歳 未満又は3子 以上の世帯
に,所 得制限を設けて支給され る給付がある。給付額は子の年齢により異なる国(フ ラソス),
出生順位により異なる国(フ ランス,西 ドイッ),各 子に均一額の国(ス ウェーデン,イ ギ リ
ス)が ある。いま,全 般的に有子世帯にとっての家族手当の価値をみると表8の ようになる。
第1子 に対する給付の価値はスウェーデンの6.2%が 最も高く(子 の年齢を特定しない場合),
フラソスでは子が3歳 未満で世帯収入が余 り多 くない時には13.4%に なる。 またイギ リスでは
単親世帯の第1子 への特別給付を含めると8.4%に 相当する。子供が2人 いる場合,一 般的に
はスウェーデンの12.4%が 最も高 く,フ ランスの場合には上記の条件に該当する世帯では20.8








ス ウ ェー デ ン
フ ラ ン ス
西 ド イ ツ












ス ウ ェー デ ン
フ ラ ソ ス(1)
西 ド イ ツ

















注:(1)1子 に対す る給付は3歳 未満児または3人 以上
子供 のいる一定限度額以下の所得 の世帯に限ら
れ る。受給 資格を有す る子のいる世帯の約80%
が受給 している。括弧内の数字は第1子 が受給
権を持たない場合であ る。
(2)単 親世帯の第1子 には割増金があ り,括 弧内は
それ を含めた場 合の数字であ る。
資料:A.J.Kahn&S.B.Kamerman,ibid.,P・202・
を得ることになる。4子 世帯になるとフラソス45.4%,西 ドイツ34%の 順である。
母子世帯にとっての家族手当の価値は表9の とおりである。母親が働いていない場合には世




















注 气(1)家 族 手 当 と家 族 補 足 手 当 を含 む 。
資 料:A.J.Kahn&S.B.Kamerman,ibid.,208・
次に,家 族手当の 適用範囲 ・仕組みのちがいに よって 単親世帯が どのように 影響を受ける
か,単 親世帯の有利 ・不利に作用する点をみてみよう。 まず第一に,最 も極端に不利を蒙る形
は第1子 を除外する家族手当である。単親世帯は生別の増加,母 親の若年化傾向などと相まっ
て,1子 のみを有する世帯の多いことを考>xる と,手 当が第1子 に支払われるかどうかは重要
な考慮の対象 となる。第1子 以降すべての子を対象 とするのが,い わば国際的な常識であ り,
この4力 国でも何 らかの形で第1子 が支給対象に含まれている。 しかし厳密に言えぽフランス
の場合,所 得制限のない基礎的な家族手当は第2子 以降を支給対象 とするものである。 したが
って支給対象となる年齢層の何割が給付を受けているかをみてみると,ス ウェーデソ,イ ギ リ
スで100%,西 ドイッ95%に 対 して,フ ラソスでは基礎的家族手当は全児童の54%,家 族補足
手当は80%以 上が受給しており,全 体平均で84%と なっている。 これは給付の価値 とともにき
㈱
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わめて重要な点であるといえよう。勿論フラソスでは家族手当は最 も重要な制度であり,諸 給
付の組合わせを用いて単親世帯にスウェーデンに次ぐ生活水準を保障している。 しかしなが ら





かである。た とえば,イ ギリスでは単親世帯の第1子 には割増金(現 在 は単親給付 と呼ぼれて
いる)が 支給されているし,フ ランスの場合にも単親手当がある。前者は,補 足給付受給世帯
にとってはこの給付は何のプラスにもならないので,フ ルタイムで働く人kに とってはじめて
利益 となるものである。その点では子供の経済的安寧を守 りながら,勤 労意欲をひきおこす こ
とも目的の一つ と考え られている。後者はどちらかといえば,1人 以上の子供を独力で養育 し
ている親に与え られる一時的措置 とい う性格が強 く,職 業訓練を受けていた り就職 ・再就職 ま
での間の援助 としての役割が大きい。 この手当は他の家族給付と異なり所得限度額がきわめて
低 く,給 付の受給期間は3歳 以上児を有する時は1年 以内,妊 婦 ・乳児を有する母親の場合は
子が3歳 になるまでに限定されている。受給資格は3カ 月毎に再検討され,受 給資格決定に伴
な う自由裁量の余地が多 く,本 人 自らの申請 と資力調査があ り,不 正受給の可能性を指摘する
向きもあり,子 女養育の事実があれば権利 として受給できる給付 という家族手当のイデオロギ
ーとはやや異質の要素をもっている。そうした点でフラソスの単親手当は社会扶助に代わる手
段 として機能 している面 もあり,こ の手当は家族手当の一つの形 とも社会扶助の変形とも考え
ることができる。家族給付制度の中では幾 らか嫌悪感をもたれがちな給付であるが,他 の給付
と同様家族手当金庫が運営 し,他 の国の社会扶助 よりはずっとスティグマが少ない といえる。
事実上この給付はごく少数の受給者に利用されているにすぎず,そ の多 くは働いていない母子
世帯 である。だが,乳 幼児をかかえて母子世帯 となった当座の困難な時期を援助するとい う点
では,こ の給付は きわめて大きな役割を果た している。働いていない母子世帯の世帯収入の
52.4%を この給付が占め,家 族手当・家族補足手当と組み合わせると世帯収入の約8割(APWW
の62%)に 達 しており,総 額は他の国の家族手当の重要性をはるかにしのいでいる。期間を限
って支給することの基底にある前提は,子 供が3歳 に なるか または単親手当受給後1年 以内
に,母 親 は働 くであろうということであり,3歳 以後からは全ての子供に無料の保育学校も用
意されている。
第三に,家 族手当の給付額が児童の出生順位や年齢によって段階づけ られているかどうか も
関係がある。単親世帯に対して何 ら特別の措置が設け られていない場合には,後 順位の児童ほ
ど給付額が逓増するという方式は,単 親世帯にはいくらか不利である。 この方式は多子世帯に





い う点か らすれば,表8に も示すように西 ドイッの制度が効果の点では幾 らか不利に作用する
といえるかもしれない。
最後に,家 族手当が世帯収入に寄与している度合は,そ の国においてこの制度に割 り当てら
れた役割によって大いに異なっている。家族手当と同程度の援助は他の方法 ・制度によっても
与え られるがことができるが,家 族手当は単親世帯の所得にはとくに重要な項 目として広 く認
識されている。その受給は児童の権利 とみなされてお り,ス ティグマを伴 うことはない。死別
以外の単親にとって,と くに公的な扶養費立替え払い制度のない場合には,家 族手当の普遍性




人 ・世帯に受給権を与える金銭給付或いは費用控除である。住宅手当は通例,所 得,家 族数,
家族構成,住 宅費,住 宅費に割 り当て られる所得の割合などに照らして支給される。制度の中
心が子供のいる世帯におかれている国(フ ラソス,ス ウェーデン)と,特 に有子世帯中心 とい
うことではなく老人,単 身者,子 供のない世帯にも広 く利用 されている国(西 ドイツ,イ ギ リ
ス)が あるが,い ずれの場合にも母子世帯の一般的に低い所得,低 い稼得能力を考えると,家
賃その他の住宅費を援助する住宅手当は母子世帯に大層役立つものである。
住宅手 当が母子世帯の所得に対 してどの 程度の重要性をもつのかを 示した ものが 表10で あ
る。働いていない母子世帯の場合,イ ギ リスでは補足給付の中に家賃 ・住宅費が含 まれている
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手当を補完す るものとみている。実際にこの手当の重要性を より完全に測るには,家 族手当と
あわせた価値をみるのが役立つ。表11に 示す ように両給付が母子世帯の所得に大層寄与してい
ることがわか る。 フラソスでは非稼働母子世帯の所得のほぼ半分,ス ウェーデ ソでは3分 の1
以上,西 ドイッとイギ リスでは4分 の1強 を占める。稼働母子世帯の場合にはフラソスで世帯
収入のほぼ40%近 く,ス ウェーデンでは25%以 上,西 ドイツとイギ リスでは25%に 近い額を構
















































































































注:(1)家 族 手 当 と家 族 補 足 手 当 を 合わ せ た数 字 。 この 場 合 の3世 帯 は 全 て,両 方 の 受給 資 格 が あ る。
資 料:A.J.Kahn&S.B.Kamerman,ibid.,PP.238-244・ よ り作 成 。
(3)扶 養費立替え払い






がはっきりと保証されているとい うのは稀である。別居や離婚 した(前)妻 に対する私的扶養
に関する婚姻法 ・離婚 法は絶え間なく変化しつつある状態にあ り,西 ドイッや スウェーデンで
は労働年齢にある女性に対する前夫の扶養義務とい う考}x方 を疑問視し,そ の代わ りに子供に
対する扶養義務を強化するとい う一般的傾向がみ られる。
扶養費立替え払いは,本 来,両 親が協 力して児童の扶養に当るべきところ,何 らかの事情に
より片親がいなくなり,不 在の親がその扶養義務を履行しない とき,児 童の養育費(他 の世帯
で生活 している子供の扶養のために実親又は養親に よって支払われる金銭)に 代わるものを公
的に支給 しようとするものである。
これまで多 くの ヨーロッパ諸国では,そ うした状態の低所得世帯に対しては社会(公 的)扶
助が用いられてきた。この制度はこういった場合に援助を与える点で,重 要な役割を果たして
いた といえる。 しか しなが ら近年は,こ の役割に社会扶助を用いることへの不満が次第に強
くなり,社 会扶助に代わる方法が採 り入れ られようとする傾向がみ られる。 この動きの背景に
ある要因 として,次 のようなことが考え られる。第一に,過 去20年 間に単親世帯が著 しく増加
し,有 子世帯に占める比重を増していることが挙げ られる。その結果 として,一 層多 くの子供
たちが片親の所得(通 常は父親,し たがって主たる所得源)の ない世帯に生活するようにな り,
片親が子の扶養義務を怠ることが単親世帯の経済的困窮の主な原因となっている。第二に,欠
けた親 の所得に代わるものを与えることが,幾 つかの国では,社 会扶助の費用の大きな構成要
素 としてあ らわれてきている。多 くの単親世帯が社会扶助に依存し,単 親世帯が扶助受給世帯
の大 きな部分を占めるに至 ったことが挙げられる。第三に,こ うした問題が生 じるにつれて,
社会扶助は本来児童扶養のニー ドに対 しては不十分 ・不適切な対応であると考え られるように
なった。それは社会扶助の給付水準が低 く,し ぼしば一貫性を欠いて与えられ,ミ ーソズ ・テ
ス トの恥辱に甘んじざるを得ないからである。 さらに,社 会扶助に代わる方法を追求する動き
の一因 となっているものに,子 供のいる女性の労働力参加率の上昇が挙げられる。その結果,
児童扶養の問題は片親の喪失所得を単親世帯に補償す るとい うよりも,子 の扶養に対して片親
の分担のないことへの補償の必要性であると考えられつつある。その基底にある考えは,女 性
は2,3歳 未満の乳幼児がいる場合を除いては,働 き自活するであろ う。 しかし単親の場合に
はこ重 の役割の負担が重く,加 えて母親の場合は一般的な女性の低賃金の影響をもろに受けが
ちなため,そ の賃金は子供の生活費をも負担するには十分ではないか もしれないとい うことな
のである。こうした要因が重な り合って,社 会扶助以外に採 るべ き所得保障の型が追求 される
動 きへ と導いたといえる。
扶養費立替え払い制度は,自 由裁量の余地の大きい給付か ら,よ り客観的で画一的な全国的
給付への移行をあ らわしてお り,児 童に対 してより適切(十 分)な 児童扶養の用意を保証する
ことを大きな目的 としている。 この方向に移行 している国kは,こ こではスウェーデン,フ ラ
むひ
ソス,西 ドイ ッで あ る。 イ ギ リス で は まだ この 制 度 は 実 施 され て い な い。 西 ドイ ッ は1980年
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に,フ ラソスは1981年 にこの試みを開始 したばか りで,制 度の発展は今後にかかっている。ス
ウェーデソは制度実施以来20年 を経過 しているが,こ の制度は単親世帯に対する所得保障の主
要な要素 となっている。 この国の制度は 「立替え払い」制度 というよりは,む しろ,親 の法律
上の責任や支払能力 ・意志に左右 されることなく,生 別の単親世帯の子供に一定の生活水準を
保障しようとする公的な扶養手当と捉えた方が的を得ているといえよう。 この制度の目的を達
成し,実 効あるものにしているのは,体 系的に整備された行政機構 とそれに付与されている強
力な権限である。さらに,こ れを親 の給付としてではなく子供の受給権 としてとらえていく姿
勢が不可欠であるといえる。親を給付の対象に含めることは,所 得調査 とか無配偶であること
の調査を伴わざるを得なくするし,イ ギ リスのGMAや それにっつ く代案が論議をかもした
ように,単 親 に支払われ両親に支払われない給付は不公平であるとか家庭の崩壊を促す恐れが
ある等の非難(根 拠はないとしても)を 受けやすい。さらに,或 る一時期を除いて,労 働能力
のある女性を前配偶者が扶養しつづける義務があると考>xる ことには困難がある。 したがっ℃
婦人の労働力参加を前提に(要 求 してはいないが),給 付を児童の権利 とみなして主 として児
童のために適切な生活水準を保障することが主眼とされている。
3力 国の制度を比べてみると(2力 国の制度は創設以後 日も浅 く詳細は不明だが,大 枠にか
かわるものとして),ま ず給付の受給資格要件 として,裁 判所の養育費支払命令が出されてい
ること(西 ドイッ)や 養育費受給権者の強制取立て訴訟開始(フ ラソス)と いった条件が設け
られている場合と,そ うでない場合(ス ウェーデソ)が ある。法廷訴訟がしぼしぼ長期に及ぶ
ことを考>xる と,裁 判所の判決を必要 とする場合には単親世帯の緊急のニーズには応 じ得ない
難点がある。また手続きの煩雑さか ら,恐 らくはこうした制限条項の有無が給付の申請や受給
者の数に大きな影響を及ぼす ものと考えられる。
次に,扶 養費 立替え払いの額に関 しては一定の水準が定め られているが,親 の支払 う養育費
の額がその水準以下で取決められている場合やそれ以下の額 しか支払われなかった場合,ど う
い う措置が とられるかである。実際にはその取決め額までしか給付が支払われない場合(フ ラ
ソス)と,保 証水準に達 しない場合にはその水準までは公的給付を支給する場合(ス ウェーデ
ソ)が ある。 これは親の所得や支払能力にかかわらず児童に一定の生活水準を保障するという
点からすれぽ,後 者が優れていることは明らかであるが,そ の子の従前の生活水準に見合った
額の保障とい う点か ら前者を とる場合もある。 また,こ こでは採 り上げなかった国の例では,
ゆウ
公的扶養費に定め られた額を国か親かどちらかが全額支払わねばな らない とする場合 も見受け
られる。 この場合には,親 の経済状態によっては支払意志はあっても支払困難をもたらし,
結果的には国の給付に全面的に依存するとい うことにもなりかねない。公的給付は,親 の支払
可能額が低水準であるときには,そ れを一定水準まで補 うためにも利用できる とい うスウェー
デソの方式が望ましいといえる。




合がある。スウェーデ ンでは児童福祉事務所,西 ドイッでは裁判所 という司法機関,フ ランス
は税務署 という徴税機関である。費用回収率 という点では後者の方が効果が あるとい>xる のか
もしれないが,児 童 ・母子福祉を主眼におけば,か な りの権限を担当機関に与えた上で制度運




定めるか,ま た,こ の給付の受給により他の給付の滅額措置などがとられるか どうか も,こ の
制度の実効を左右するものと思われる。
お わ り に
生別母子世帯を中心に,各 国の所得保障制度がどの くらい効果的にこの世帯のニーズに応 じ
ているかを考}xて きたが,実 際にはここで触れなか った諸施策も含めて,,事 実に基づく詳細や
運営上の実態を より詳 しく検討 しなければ単純な評価はできないのはい うまでもないことであ
る。 しか し,他 の国の実情を 知ることは翻ってわが国の現状を考える上でも重要な意味をも
ち,未 解決の問題か らも学ぶべきことは多いと思われる。各国の施策の相違にもかかわ らず,
生別母子世帯をとりまく生活難の特徴には非常な類似性がある。これ らの生活困難の緩和 ・克
服への取 りくみが,多 様な施策全体にわたっての共通点 として見受け られる。
従来,母 子世帯の所得保障は主たる働き手の死亡を一つのリスクとする遺族保障の中で行な
われてきた。母子世帯の多 くが死別の寡婦で占められていた時代には,そ れは大半の母子世帯
のニーズ'/YY`・応 じ得たであろうし,又,少 数のいわゆる生別母子 も女性の多 くが就労しない状況
の中では,公 的扶助を受給することでそれなりに問題に対処されてきた といえよう。 だが,母
子世帯の うちで生別によるものの割合がふえ,有 子世帯に占める比重が増すなかでも,依 然 と
して多 くの国が生別母子世帯への所得保障は専 ら扶助に頼ってきたといえる。 しかしながら,
単親になった理由のいかんにかかわ らず,そ れに伴な う児童扶養の必要は同 じであ り,子 に対
して片親の貢献 ・扶養の欠けることへの補償 として公的扶助は不適切 ・不十分な対応である。
みてきた ように母子世帯の所得保障として従来大 きな比重を占めてきた公的扶助の役割は,
近年,イ ギリス以外の3力 国ではますます縮小 しつつある。 この背景には母子世帯数の増加 と
それに伴なう扶助受給母子世帯の増加についての関心の高まり,社 会における両性の役割の変
化,児 童扶養に対する社会の役割の拡大などが挙げ られる。公的扶助を受給する母子世帯の多
くは,母 親が働いていない世帯である。 しかし,子 供のいる既婚女性の就労は増加してお り,
母子世帯の場合において母親は子のために家庭にとどまるべきだとい う仮定は説得力を失いつ
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つある。 したがって母親の就労を援助するための職業訓練制度の拡充や雇用機会の拡大等の労
働政策,保 育政策 とともに,子 の扶養義務を負 う親の片方の不存在による母の超過負担を分担
す ることが大 きな焦点となってきている。
新しい施策の発展の一つの要素は,家 族手当の適用範囲の拡大 とその重要性の増大がみられ
ることである。近年は大半の国で第1子 に給付を適用 し,ま た受給要件 としての職業活動条項
の廃止,税 制の児童扶養控除との統合などが行われつつある。 これ らは給付額の増額 と全児童
を対象に含めることにより,親 の事情のいかんを 問わず 普遍的に与え られる給付の意義を増
し,そ の意義は低所得の単親世帯にとってとりわけ重要である。 さらに,家 族手当はその多様
化 によって家族の広範かつ多様なニーズに応 じようとしている。たとえぽ単親世帯の第1子 に
又 は低所得世帯に,乳 幼児のいる世帯に,補 足的な手当を支給しようとする方向がみられ,こ
の中で片親喪失による子の扶養 というニーズにも応えようとしている。平均的家庭の子女養育
負担の軽減のみならず,種 々の家庭事情に着 目した多様な目的を もつ給付は,比X的 ゆるやか
な所得制限を用いて選別的給付のスティグマを出来る限 り除き,多 くのニーズをもつ ところY'Lr
援助を集中しようとするものである。
新 しい施策を実施 している国々にみ られるもう一つの展開は,生 別単親世帯の子供に親か ら
の養育費が定期的に支払われなかったり全 く支払われない場合に,国 が介入 し公的機関(と く









りやすいとい う問題が残される。これに関連する方向としては,単 親世帯への所得移転制度 と
労働市場政策 とのより密接なつなが りが示されている。親に対 しては就労援助の施策 と母子世
帯 となった当座の所得を保障する制度が実施されるとともに,所 得移転制度の中に労働イソセ
ソティヴを織 り込む動きがみ られる。母親に働 くことを奨励するには,母 子世帯が直面してい
る諸問題に対 して,諸 施策が相互に連携を保ち総合的に体系づけられていなけれぽ効果がない
のは明らかである。当座の所得援助 と職業訓練,保 育サービス,そ れ らが母親の就労を容易に
するだけでなく,勤 労所得を得ることにより世帯の実質所得が増す ようにとい う意図 も諸給付
は織 り込もうとしている。勿論これ らの動きは国により相違があり,比 較的この傾向が強 くみ
ゆ
られ る のが ス ウ ェー デ ソ と フラ ソス で あ る。 こ うした 点 で,本 稿 で は触 れ なか った 税 制,雇 用
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政策,保 育施設なども含めて,全 てに積極的方 策を講 じている 国の例が スウェーデソであろ
う。
さらに,各 国には単親世帯が利用 し得る多様な給付が存在するが,諸 給付は存在するだけで
自動的に実効があるのではなく,効 果があるように実施されねばならないとい う事実は,と り
わけ単親世帯に関す る施策には当てはまる。大抵の所得保障制度において,税 制を除けば,利
用 し得る制度を活用するために,請 求(申 請)し 権利を確立するのは利用者の責任である。ス
ウェーデンの児童手当やス トックホルム市の住宅手当のように,受 給資格があると思われる人
々に行政側から連絡が行なわれるのは稀な例といえる。単親世帯は数多 くの施策に頼 らねぽな
らないが,通 例,諸 制度の受給要件は異な り,実 施機関は多様である。 どの機関を通 してどの
制度が適用されるかについての知識 ・情報の不足や,公 的制度を利用することへの躊躇,複 雑
な手続きを処理することのむずかしさ,こ れらの特徴は単親に限ったことではないが,子 女の
養育と生活維持に追われス トレスの多い状態に置かれがちな無配偶の母にとっては,種 女の公









を完備した りすれば,婚 外出産や離婚率の急増とい う現象を招来し,家 庭崩壊を促進するとい
った考え方が折に触れて聞かれる。母子福祉施策が進みすぎたから,母 子世帯の発生率そのも
のが急増した とは,デ ータ的には全くいえないことである。制度が整備されればそ うした社会
問題が多発するといわんばか りの論理は,い ささか短絡化しすぎているように思われる。しか
し,こ の種の意見は一方で根強いものがあ り,そ の国の施策の方向に影響を与える可能性は否
定できない。わが国においても母子世帯にいる子供(20歳 未満)の 数は100万 人をこえるが,
その多 くは低所得世帯に属するか貧困の リスクをきわめて強 く担わされており,所 得保障の総
合的体系化の必要性,と くに若年 ・生別母子世帯への所得対策を強化する必要性は大きいもの
がある。母子世帯への所得保障の不備は,親 の事情による社会的差別の矢面にその子を立たせ
ることであ り,親 への偏見,差 別の懲罰を子に負わせることになりかねない。母子世帯の児童
に とっては,み ずか らその状況を選んだわけではな く,親 が1人 か2人 か,何 故単親になった
か とい うことでその家庭に優劣の評価をすることは許されない。児童がす ごす家庭生活の重要
性を考えるとき,児 童の健康に発育 ・成長する権利が守 られその生活が保障されるよう,進 ん
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で児童の生活権に焦点をあて,親 の事情のいかんにかかわ らず児童の生活にかかわる所得保障
を充実させていこうとす る姿勢を,そ の社会がもつ ことが不可欠であると思われる。
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㈱ 調 査 の対 象 とな った 国 は ス ウ ェーデ ン,西 ドイ ツ,フ ラ ンス,カ ナ ダ,オ ー ス トラ リア,・イギ リス,
イス ラzル,及 び ア メ リ カ(ニ ュー ヨー ク州 とペ ソ シル ・ミニ ア州)で あ る。 調 査 の 概 要 はIncome
Transfers,WorkandEconomicWell-beingofFamilieswithChildrenに 述 べ られ て い る。
㈱ 正 確 に は,製 造 業 男 子 労 働者 の平 均 賃 金 か ら所 得税 及 び 社 会 保 険料 を差 し引 い た も の。 算 定 数値 は 国
の 基 準 と して最 大 限 の 比較 可能 性 を 確保 す るた め,扶 養 家族 の な い独 身 の男 子 労 働者 の もの を 用 い て
い る。
飼 諸 給 付 や 地方 税が 国 内で も異 な る場 合 に は,次 の都 市 が 選 ぼれ て い る。 す なわ ち ス トッ クホ ル ム,パ
リ,フ ラ ソ クフ ル ト,ロ ソ ドソで あ る。
{36)1983年1月 よ り,16歳 未満 の子 を3入 以 上養 育 す る世 帯 には 第3子 に25%,第4子 以 降 各50%が 加 算
され る こ とに な った 。
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鱠1982年6月 に制 定 され た 厂社 会 保 障 ・住 宅給 付 法 」 に よ り,こ れ まで あ った 家賃 割 引(rentrebate),
家 賃手 当(rentallowance),固 定 資 産 税 控 除(raterebate),な らび に補 足 給 付 に よ る家 賃 補 助 とい
っ た多 様 な家 賃補 助制 度 が 整理 統 合 され,支 給 基 準 も一 律 に定 め られ た。1982年11月 よ り一 部 実施 さ
れ,83年4月 か らは 完全 実 施 とな り,そ の運 営 は地 方 自治体 にゆ だ ね られ る こ とに な っ た。
㈱ この方 向 に移 行 して い る 国に は,他 に オ ー ス トラ リア,デ ソマ ー ク,ノ ル ウ ェ ー,ポ ー ラ ン ド,イ ス
ラエ ルが 含 まれ る。
働 デ ソマ ー ク,ノ ル ウ ェー の場 合 で あ る。
㈹ こ うした 点で は ス ウ ェー デ ンが 最 も進 んで い る。 フ ラ ソス,西 ドイ ツで は所 得 税 制 を 考慮 に 入 れ る と,
そ の総 合 的 な効 果 は 減 じ られ,制 度 の もつ 目的 が 十 分 に 達成 され て い る とは言 い 難 い 。 また,イ ギ リ
スで も選 別的 な給 付 の矛 盾 が,勤 労 収 入を 得 た 場 合 のpovertytrapと して しば しば指 摘 され て い る。
